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下水道施設の改築に係る国庫補助の継続等に関する意見書 

 

向日市では、昭和４９年(１９７４年)に分流式下水道を採用して下水

道事業に着手し、管路の総延長約１３８ｋｍのうち、約８５％が昭和５

６年(１９８１年)から平成７年(１９９５年)の１５年間で整備し、下水

道普及率は１００％に達している。 

 しかしながら、これらの管路の一部は、供用を開始してから３７年が

経過しており、今後、標準耐用年数を迎える管路等が加速度的に増加す

ることから、老朽化対策として計画的に改築していくことが必要である

ため、その財源確保が大きな課題となっている。 

 一方で、節水型社会の定着や人口減少等に伴う水需要の減少により，

財政状況は厳しさを増している。このため、向日市では、今後１０年間

の取組をまとめた「向日市上下水道事業経営戦略」を平成３０年３月に

策定し、厳しい経営環境においても着実に事業を推進するため、更なる

経営効率化を図ることとしている。 

 このような状況の中、国の財政制度等審議会において、下水道事業に

対する国の財政支援は「受益者負担の原則」と整合的なものに見直すこ

とが必要であり、汚水施設の改築は原則として使用料で賄うべきとの趣

旨の提言がなされた。これを受けた国の平成３０年度予算では、国庫補

助が未普及の解消と雨水対策に重点配分されたところである。 

 これにより、今後、老朽化した下水道施設への改築に係る国庫補助が

削減又は廃止されることとなると著しく高額な下水道使用料を設定せ

ざるを得なくなり、市民生活に重大な影響を及ぼす極めて深刻な状況で

あると受け止めている。 

 下水道は高い公共性を有する社会資本であり、水質汚濁防止法にも国

の責務が明示されている。また、その国庫補助は、地方財政法上、国が

義務的に支出する負担金として整理されており、下水道を支える国の責

務は、施設の新設・改築で変わるものではない。 

よって、国におかれては、下水道事業の継続的かつ計画的な遂行によ

り、将来にわたって市民生活や社会経済活動を守り、快適な暮らしを支

えるとともに公共用水域の水質を保全することができるよう、下水道施

設の改築にかかる国庫補助を継続するとともに今後増大が見込まれる

老朽化対策を踏まえ、改築事業費に係る十分な予算を確保するよう強く

求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

平成３１年３月１９日 

                                           京都府向日市議会 


